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ー一私立大学学生相談機関の事例研究一
甲南大学学生相談室 高石恭子
I. 問題と目的
東京、兵庫など一部の都道府県では高等教育機関
への進学率が50%を超え、大学はすでにユニバーサ
ル時代（トロウ，1976) を迎えている。その結果、意
欲や学力もさまざまな学生が入学するようになり、
個々の学生の立場から修学や心理的成長をサポート
する「学生相談」の充実の必要性が、ますます認識
されている。しかしながら、今日いずれの大学でも
財政状況は決してゆとりあるものではなく、限られ
た資源を有効に配分する上で、それぞれの部署が行
う業務の意義と成果への適正な評価が不可欠となっ
てきている。
一方で、いわゆる非営利組織の評価は難しいと言
われる。その活動の目的とするものが、人間の福祉
や教育であったり、環境の保全であったりして、成
果が短時間で出せるとは限らないし、効率や採算性
を問う（数値で示される）ことへの抵抗も大きい。
「意味のあること、人の役に立つことをしている」
という意識がはたらくがゆえに、活動の効果を検証
したり、他の同種の組織と比較したりすることに対
して、消極的になりがちである。こうした理由から、
非営利組織がどのように適切に運営され、目的に
沿った成果をあげているかという総合的な評価につ
いては、社会の経済状況が厳しさを増した近年に
なってようやく必要性の認識が高まり、実行に移さ
れ始めたばかりのようである（太田黒・中田公X3)。
大学もまた一つの非営利組織であり、教育機関と
して長い間「聖域」と見なされてきたが、ここ十数
年ほどの間に、急速に客観的な評価への取り組みが
なされるようになった。私立大学では、 1991年の大
学設置基準改正に基づく全学的自己点検・評価活動
が逐次始まり、 1996年からは、大学基準協会維持会
員校による10年ごとの定期的相互評価が進められて
いる。国公立大学においても、 2004年4月の独立行
政法人化を前に、各大学の自己点検・評価と、中・
長期目標の設定が差し迫った課題となったことは、
学生相談に従事する関係者にとっても例外ではな
く、それぞれの記憶にまだ新しいところであろう。
学内組織としての学生相談機関も、もちろん非営利
組織である。大学によって、学生課や厚生課に属す
るなど独立した組織の要件を具えていないところも
あるが、一応複数のスタッフがいて、予算措置と規
程を有する学生相談室の場合は、小さいながらも一
つの非営利組織の単位と捉えて差し支えない。
一般に、非営利組織の運営にあたっては、ミッ
ション（使命）が最重要であると言われる（島田，
1999)。どういった理念を実現したいのか、という
活動の目的のことである。アメリカやイギリスの大
学カウンセリング・サービスにおいては、まず第一
にミッションが明記されている。しかし、「学生
個々人の全人的成長を助け、学業の成就に寄与した
い」という抽象的な使命を掲げるだけでは、組織の
発展は望めない。やはり、使命から導き出された、
より具体的な目標、方策、実際の活動、成果といっ
た一連の流れを総合的に点検し、評価することが、
これからの学生相談にとって必要な作業だと考えら
れる。また、何のために評価をするのか、という原
点に戻って考えた場合、「学生相談の質的向上を図
るため」という自己吟味ないし自助努力としての評
価だけでなく、学内でどう認められるか、さらには
大学全体の学生支援機能が学外からどう認められる
かにつながるような、より大局的な視野をもつ自己
評価が求められるようになってきていることも確か
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である。
このような認識の下、たとえば名古屋大学学生相
談総合センターでは、新組織への改組を機に、「自
己点検評価報告書」が発行されている（鶴田他;2,03)。
これは、学生相談機関の沿革（独立した学内組織に
なって40年の歴史をもつ）から、理念、組織、業務
内容、実務スタッフによる活動の自己評価までをま
とめた、 86頁にわたる詳細な報告書であり、学生相
談機関の自己点検・評価として、一つの完成したモ
デルと言えるかもしれない。
しかしながら、充実した組織の現在点での自己評
価は、まだまだ今後ゼロから立ち上げたり、軌道に
乗せていかねばならない段階で苦心している多くの
大学の学生相談機関にとって、直接示唆に富むとい
うわけではない。わが国の学生相談の歴史は戦後に
始まり、さらに、独立した組織で臨床心理や精神医
学の専門性を有するスタッフが主たる相談業務を行
うようになってからの歴史はもっと短いのである。
ここで、「学生相談における自己評価」としての意
義をもつ先行研究および報告を、改めて見渡してみ
ると、およそ以下の 3種に分類できるように思われ
る。
第一に、学生相談機関の「立ち上げ」について、
準備から開室初期の活動を報告し、分析と自己評価
を加えたものである（たとえば武田・渡邊，1993;伊
藤，2002)。これらは具体的かつ詳細に記述されてい
て、後続の学生相談機関立ち上げに際して実際に役
立つ部分が多いが、一年～数年の短期的な報告にと
どまり、中・長期的経過については知ることができ
ない。その理由としては、立ち上げの推進役として
のスタッフが若手の兼務教員であることが多く、年
数を追うごとに、それらの人々の担当授業や委員会
業務などの負担が増し、学生相談に初期と同じだけ
のエネルギーを割くのが困難になっていくという事
情があるのではなかろうか。
第二は、学生相談の専任スタッフの視点からまと
められた、組織や活動の展望と問題点の検討である
（たとえば鳥山，1989;若山，2002;苫米地，2003;高
石,2004a)。これらは十数年～二十数年という長期に
わたる職務へのコミットメントに基づいて書かれて
おり、事例研究として読むと非常に説得力がある。
ただ、「組織」よりはスタッフ個人の主観的体験に
焦点が当てられる傾向にあり、評価の客観性という
点への配慮はあまりなされていないと言える。
第三は、前述した名古屋大学の例のような、一定
の充実した条件を具えた学生相談機関の自己点検・
評価報告である。このような時間と労力を要する報
告書作成作業が学生相談業務の一環として行える余
地があるということ自体が、すでに組織として一定
の充実度に達している証左であり、残念ながらどの
大学でもすぐに追随できるものではない。
これらの先行文献の検討から言えるのは、学生相
談機関の自己点検・評価という問題を考えたとき、
立ち上げ期からの中・長期的な時間経過を含み、か
つ客観的な指標を取り入れた研究または報告が、非
常に少ないということである。筆者は、 15年余にわ
たり学生相談に携わってきたが、そのなかで、組織
の活動目標や評価してほしいポイントは、常に一様
ではなく、時間的経過に沿って変化していくという
ことを感じてきた。もっと言えば、組織は有機体で
あり、成長と衰退を繰り返すライフサイクル（周期）
をもっている。しかしながら、組織のどの時期に、
どのような自己点検・評価が重要かを知るために
は、これまでなされてきている形式の報告では十分
な手がかりを得ることはできない。
そこで本稿では、筆者が専任スタッフとしてかか
わってきた本学の学生相談室を一つの事例とし、前
述の二つの要件 （中・長期的な時間経過と客観的指
標）を入れ込んだ、継時的な自己評価を試みてみた
い。これは、とりもなおさず、組織の外部に向けて
学生相談活動の内容を理解してもらうため、また学
生相談機関の他者評価を受ける際にどのような軸を
採用してほしいかを示すための試みでもある。加え
て、総花的にあらゆる要素を列挙するのではなく、
限られた紙数のなかで必要最小限の理解を得られる
ような提示の方法を工夫してみたい。
JI. 材料と方法
]I -1 評価軸の設定と指標の選択
学生相談はどのような軸で評価されるのが適切か
という議論は、まだ始まったばかりである（第37回
全国学生相談研究会議シンポジウム I「学生相談の
評価」）。その議論のなかで、田中 (2004)は、英国
学生相談学会が実施している学生相談機関評価の項
目として、①提供しているサービスの内容、＠学内
での定着、③倫理に適った実践、④立地と設備、⑤
サービスヘのアクセス、⑥機会均等、⑦スタッフ構
成、⑧目的をもった整合性のあるサービス、の8点
を紹介している。この学会認定要綱は、活動の成果
をどれだけ上げているかという観点からだけでな
く、スタッフが過重労働していないか、スーパービ
ジョンを受ける機会が保証されているかなど、労働
環境の質を問う細項目も明確に規定されている点
で、先進的なものである。
また吉武 (2004)は、東北大学での実践から、①
修学・学生生活支援、②進路・キャリア形成支援、
③心理• 発達援助、④ハラスメント／トラブル・危
機対応、⑤キャンパスワーク（予防活動）、の5軸モ
デルを提示している。ここでは教育・研究・広報は
一つの軸（⑤)にまとめられ、相談活動の各領域が
重視された形になっている。いずれの軸においても、
質的・量的両面の指標を用いる必要があることが強
調されている。
これらも参考にしながら、まず最初に、本学での
実践に即して筆者が考案した評価軸（高石，2004b)
を提示すると、以下のようになる（括弧内は該当す
る評価指標の例）。
①相談力（受理数・のべ利用件数・継続回数・危
機対応およびハラスメント取扱い件数・相談内容と
転帰•利用方法の多様性・秘密保持の確保）
②全学生への発達援助力（予防教育活動としての
授業／グループワーク／講演などの提供数と内容・
フリースペースの利用者数）
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③研究力（学生理解と支援方法その他に関する論
文と研究発表数・研究会／研修会の実施および参加
数•利用者のニーズ把握や自己評価のための調査）
④運営力（④ -1 [ハード面］施設の立地と安全
性・面接室の数と多様性・占有面積・設備機材の充
実）（④ -2 [ソフト面］組織の独立性・規程・ 予
算・広報・スタッフの質と数・身分保障・学内委員
会への参画）
⑤ネットワークカ（相談／研究における学内外の
連携先数と連携内容）
⑥社会貢献力（地域の臨床的資源としての活動数
と内容）
これら 6つの軸は、筆者の考える学生相談活動の
3要素「相談」「教育」「研究」、次に「組織」として
の面（施設・設備などのハード面と、システム・予
算・人材などのソフト面）、それに「連携」と「社
会貢献」という外部との交流を加えたものである。
このうち、⑤の「ネットワークカ」については、
それ以外の①～④および⑥軸すべてに従属する要素
でもあるが、学生相談に今後ますます求められるも
のとして、敢えて独立させた。また、⑥の「社会貢
献力」については、必ずしも他の大学に一般化でき
ない評価軸である。本学の学生相談室は、外来者向
けの相談室（心理臨床カウンセリングルーム）と対
になってカウンセリングセンターという機関を構成
し、相互連携しながら活動を行っているという特徴
と、 1995年に阪神・淡路大震災を経験し、必然的に
地域の臨床的資源として被災者のこころのケアにも
携わってきたという特殊な事情をもつ（高石,2004)。
さらに、 1997年に連続児童殺傷事件（少年A、ある
いは酒鬼薔薇事件として知られる）が同じ市内で起
こり、その後、地域（民間）の被害者支援活動に学
生相談のスタッフもかかわっていく流れが自然に生
じたことも付け加えておかねばならない。ただし、
大学と社会の境界が薄れ、ボーダレス化が進む今日、
いずれの大学においても、学生相談機関が大学の社
会貢献の一端を担い得ることは、評価されてよい点
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であろうと思われる。
次に、自己評価の手順として、以上の評価軸のう
ち必須と考えられる①～④を構成する指標のなかか
ら、数値化でき、継時的変化をよく反映する指標を
選び出し、一つの座標軸上にグラフとして表す。具
体的には①軸から 〈a.利用のべ件数〉、②軸から 〈b.
プログラム提供数〉、 ③軸から〈c.スタッフ業績〉、
④ -1軸から〈d.占有面積〉、④— 2軸から〈 e. 経常
予算〉、の 5指標である。
a. については、毎年度発行している学生相談室報
告書および紀要に掲載された利用統計を用いる。 b.
については、各年度に主倣した（一部共催を含む）
学生および保護者対象の、講演会、グループ行事、
その他特別企画行事の実施数と、学生相談室スタッ
フが学内で担当した授業科目数を合計した数値とす
る。 c.については、紀要 (1993年度より発行）に掲
載されたスタッフの業績一覧から、著書（分担執
策）・訳書・論文・ロ頭発表については各1点、小論・
報告・書評その他については各0.5点に換算し、さら
に共同執筆や連名発表についてはそれぞれ2分の1の
重みづけを行う。また、同紀要の年間活動報告の表
に記載された、スタッフが行った学内外での研究発
表や講演各1件を0.5点に換算して加え、各年度の全
スタッフの合計点を求めるという方法を採った。 d.
については、「甲南大学自己点検・評価報告書1995」
および「新18号館建設委員会資料 (1998~1999)」を
基に、学生相談室としての占有面積と、専任カウン
セラーの研究室・相談員室等を含めた面積を算出す
る。 e.については、学生相談室の経常予算（教育・
研究費）として措置された年度ごとの額を用い、人
件費および施設の管理維持費は含まない。
n -2 ライフサイクルの提示と各時期の特徴の
抽出
数値化の難しい評価指標については、年度ごとに
該当する事項を先に作成したグラフの図内に挙げ
る。それら、量的・質的指標の継時的推移から総合
的に、本学の学生相談室におけるライフサイクルの
各時期を示す。また、それぞれの時期に特徴的な、
評価にかかわる取り組みの要点を整理して示す。
][, 結果と考察
皿ー 1 本学学生相談室のライフサイクルと継時
的自己評価
以上のような手続きを経て作成した、本学学生相
談室の過去15年間における 5つの量的指標の年度推
移を表 lに、またそられを継時的にグラフ化し、各
年度の評価に関連する事項を加えたものを図1に示
す。図の横軸は年度、縦軸は左側目盛りが0~200)、
右側目盛が0~50であり、 a.のべ利用件数、 d.占有面
積、 e.経常予算については左軸を、 b.プログラム提
供数、 c.スタッフ業績（換算値）については右軸を
用いた。また、全体の推移が視覚的にわかりやすく
なるよう、cLの占有面積は数値（単位mりを1.5倍し、
e. の経常予算は数値（単位千円）を0.5倍して、軸上
にプロ ットした。
「問題と目的」の項で先述したように、「組織」
は一つの有機体であり、長いスパンで見たときには、
成長と衰退のライフサイクルを有する。専門家カウ
ンセラーの導入を以って立ち上げられた（言い換え
れば、特定の理念を掲げて開始された）本学の学生
相談室も例外ではなく、異なった特徴をもついくつ
かの時期に分けて眺めてみることができる。図 1の
各指標の推移からも、その様相をある程度見て取る
ことができるだろう。
I立ち上げ期1 まず、 1989年度の独立開室から、予算
が措置され、規程が整い、必要な設備・備品が揃い、
スタッフ（嘱託カウンセラー）の一人が専任教員と
なり、アルバイト事務職員が採用されて組織として
一応の形が整うまでの4年間ほどが、「立ち上げ期」
である。より正確には、開室の1年前に設立準備委
員会が立ち上げられ、学生部職員と臨床心理学の教
員合わせて数名が他大学を視察したり、収集した資
料を検討して大学当局に答申を出すところから始
まっているが、筆者は詳細を知らない立場であるの
高石恭子：学生相談における継時的自己評価の試み
図1 甲南大学学生相談室のライフサイクルと各評価指標の継時的変化
立ち上げ期 成長期 成熟期
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表1 各評価指標の年度推移
年度 利用者 プログラム
（のベイ牛数） 提供数
1989 396 3 
1990 795 6 
1991 947 5 
1992 940 5 
1993 1246 7 
1994 1077 8 
1995 1072 8 
1996 1269 ， 
1997 1402 11 
1998 1592 12 
1999 1511 12 
2000 1499 34 
2001 1871 36 
2002 1750 42 
2003 1729 45 
で、本稿ではその間について省略している。開室
（月曜～土曜の10時~17時）後の数年は、初期投資
として予算が多額に投入され、それに応えて相談利
用件数が伸びていくことで、学内に新組織の存在が
認知されていった時期である。ただし、大学当局と
の交渉や、いわゆる個人相談（面接室内でのカウン
セリングやガイダンス）に手一杯で、全学生への予
防教育や自己啓発的活動まで手が回らないのが実情
であった。
匝垣圃 続く 1993年度から6年間ほどは、 2度の規程
改正を経てカウンセリングセンターという上位機関
を作り、事務室が設置され、そこに専任事務職員が
配置され、センター長 （室長兼任）が部局長会議の
メンバーに入るなど、組織として拡大• 発展して
いった「成長期」と見なすことができる。1995年に
阪神・淡路大震災が起こ り、「心のケア」や「臨床
心理士」に対する世間一般の認知度が一気に高まっ
たことは、「専門家カウンセラーの行う学生相談」
の意義への、学内的な理解を浸透させる追い風と
なった。震災後の1996年度には、嘱託カウンセラー
の待遇を非常勤講師に準ずる給与基準へと改善する
スタッフ 占有面積 経常予算
業績 （ボ） （千円）
67.9 
゜80.85 3398 
80.85 1966 
21.5 105.85 2133 
15.0 105.85 1986 
17.0 80.85 2238 
18.25 105.85 2049 
30.5 105.85 1880 
24.75 105.85 1882 
27.5 105.85 1894 
24.0 407 1894 
26.25 407 1683 
24.5 407 1828 
25.0 447 2137 
25.0 447 2692 
ことも認められた。その際、当局との交渉過程で、
開室時間と常駐人数の若干の減少（午前を1日2名体
制に戻し、土曜の開室時間は午前のみに）を伴うこ
とになったが、年間の相談利用件数はむしろ増加し
た。グラフからも、限られた施設、横這いの予算の
なかで、相談ののべ利用件数は右肩上がりに伸び、
スタッフ（カウンセラー）の業績も増え、年々多忙
になりながら頑張って活動していた時期と言えるだ
ろう 。さらに1998年度には、文部省 （現 ・文部科学
省）によって、カウンセリングセンターと大学院人
文科学研究科が「学術フロンティア研究事業」の推
進拠点に採択されたことを機に、本学では震災復典
と併せて、相談施設を中心に据えた新しい建物を建
設することが決まり、学生相談室のスタッフはそれ
らの準備に追われた。
匝 竣工した新しい建物に、それまで別個の離
れた施設で活動していた「心理臨床カウンセリング
ルーム」と一緒に移転し、カウンセリングセンター
としての実質的な連携協力体制が整った1999年度後
半以降は、組織として一応の「成熟期」を迎えたと
見なすことができる。占有面積は約5倍に増え、面
接室は2から3室へ、また広いフリースペース （サ
ロン室）や、屋外には園芸療法スペースも設けたほ
か、心理臨床カウンセリングルームとの共用部分に、
広い和室（グループワーク室）と防音室（音楽療法
室）を設けた。これ以降は、施設、ス タッフ数、規
程などに大きな変化はなく、相談利用件数は移転後
いったん急増した後は横這い、スタ ッフ業績数もグ
ラフでほぽ横這いになっている。しかしその一方、
一般学生を対象とした各種プログラムの提供数が飛
躍的に増え、経常予算も再び増加に転じていること
がわかる。つまり、この時期に来て、ようやく評価
第2軸の「全学生への発達援助力」が発揮できる要
素が整ったと言えるだろう 。学生定員が減 り、全学
的に予算の見直し・削減が行われるなかで、小さい
規模ながらも学生相談室への措置が増額に転じてい
る理由には、以下の 2点がある。一つは、 2COO年度
より「学術フロンティア研究事業」の助成を受けて
開始した学生対象の各種プログラムのうち、軌道に
乗ったものについては順次学生相談室の経常予算に
組み込んでいったこと、またもう一つは、学生対応
の困難に対する教職員の認識が近年高まり、教職員
や保護者を対象としたプログラムヘの予算が新規に
認められたことである。
本稿執筆時の2004年度においても、前年度とおお
高石恭子 ：学生相談における継時的自己評価の試み
よそ同じ傾向が続いている。少なくとも、第2期学
術フロンティア研究事業の5年が終了する2007年度
までは、各指標とも大きな変動なく推移するものと
予想される。学生部内に開設された相談室が一つの
サイクルを経て終わりを迎えたように、現在の学生
相談室もいずれ、時代の変遷や施設の老朽化などに
より、一つの線織としては「衰退期」を迎え、また
新たな使命を掲げた組織が立ち上がるのであろう
が、現時点では「成熟期」をできるだけ長く維持し、
そのなかで学生相談活動の質をさらに向上させてい
くことを目指したいと考えている。
m-2 継時的自己評価から見出された各時期の
重要課題
時系列に沿った自己評価を一通り記述してみたと
ころで、改めて、本学学生相談室の組織としてのラ
イフサイクルにおける、各時期ごとの目標、方策、
実際の活動、成果と残された課題、評価関連事項等
を整理してみたい。その要点をまとめたものを、表
2に示す。
筆者の考えてきた学生相談の使命とは、「心理教
育的手法を用いて学生個々人の全人的成長を助け
る」ということであり、その結果として「学生個々
人の学業の成就に寄与する」ことである。島田
表2 継時的自己評価から見出された各時期の重要課題
時期 目標 方策 実際の活動 評価関連事項
組織を確立し、学内に 他大学の資料収集と分析
立ち上げ期 浸透させる ビジョンを示す 報告書の発行
規程の制定と改正
学内広報誌への寄稿
組織を発展させ、学内 紀要の発行（相談業務の数 甲南大学自己点検・評価
成長期 外のネットワークを拡 実禎を示す 量化と研究業績の提示） 大学基準協会相互評価認定
大する 規程の改正と組織の統合
給与基準の改正
組織のあるべきモデル 教育研修プログラムの提供 学生生活実態調査（学生部）
成熟期 を構築し、大学や社会 経験知を示す 共同研究プロジェクト参加 学術フロンティア研究事業
に貢献する 地域活動への参加 評価（文科省）
関連図書・論文集の出版
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(1999)が、経営学者ドラッカーの表現を用いて、
「非営利組織は〈人間変革機関〉であり、その製品
は〈変革された人間〉である。治癒した患者、知識
と人生観をもった学生、貢献する喜びを教えられた
会員、すなわち、変革された人間の人生そのもので
ある」と表現している含蓄深い言葉は、大学はもち
ろん、学生相談を行う組織にもそのまま当てはまる。
学生相談は単なる顧客サーピスではなく、人間形成
に深くかかわる教育活動であるという考え方は、今
日ではある程度、大学教育従事者に共有される理念
だろう。しかしながら、そのような使命や理念への
理解は、学生相談室を立ち上げる当初から、必ずし
も前提として学内に共有されているわけではない。
本学の場合においても、それは同様であった。
ここで表2を補足的に説明すると、以下のように
なる。
I立ち上げ期I大学内で新しい組織を立ち上げたとき
の、最も重要な初期の目標は、何と言っても新組織
の骨組みを確立し、学内の他部署にその存在意義を
認知してもらうことである。そのための方策（スト
ラテジー）を簡潔に述べると、「ビジョンを示す」
ことと言えるだろう。すなわち、どのような理念を
実現したいのか、またどのような組織を作り、どの
ような活動をしたいのかという構想と具体的な活動
計画を示し、理解を得ることである。筆者が当時繰
り返し強調したのは、「学生相談は教育研究活動の
一環である」という理念であった。わが国における
戦後学生相談の歴史においては、個々の学生への支
援は、いわゆる福祉モデル（経済的援助を含めた、
学生課や厚生課が行う厚生補導）と治療モデル（保
健管理センターなどが行う、心理的疾患をもつ学生
の相談）の2つの流れに分かれて発展してきたとい
う経緯がある。しかしながら、マス（大衆）型大学
の時代から、ユニバーサル型大学の時代を迎え、多
数の、そして多様な背景とニーズをもった学生が大
学に学ぶようになった今日では、学生相談の役割は
「特別な事情を抱え、困窮した人々への援助」には
到底とどまらない。むしろ、「すべての学生に対し
て、人格的成長を促し、コミュニケーション能力を
高める教育」ということが重視されてしかるべきで
ある。どれだけ高度な知識や専門性を身につけても、
それを社会において望ましい形で活かすことができ
るためには、自分自身をコントロールでき、相応の
倫理性を具えた、人格的基盤を有していなければな
らない。現代は、高等教育機関においても、そのよ
うな側面を育てる学生支援が不可欠になってきてい
ることを、筆者は主張した。福祉モデルや治療モデ
ルで完結しない、より広い教育（発達援助）として
の学生相談を目指そうとしたのである。加えて、時
代とともに急速に変化していく、学生の抱える心理
的課題に即した有効な支援を見出すためには、日々
の研鑽や研究も怠るわけにはいかない。従って、学
生相談を行う組織の中心的スタッフは、心理的援助
の専門家であり、教育研究に従事できる専任の立場
であることが望ましいことも主張した。
以上のようなビジョンを示すための具体的な活動
として、筆者はまず他大学の学生相談室の現状を取
材し、分析して資料を作成し、取り入れるべき点を
大学当局に提示するとともに、初年度から毎年活動
報告書を発行して、本学での取り組みをアピールし
た。室長とともに行った規程の作成は、ビジョンを
明文化する重要な作業であった。また、学内の各部
局（学生部、広報課など）が発行している学内誌に
スタッフが交代で寄稿して、「カウンセラー」とい
う職種の専門性への認知度を高める工夫もした。こ
の時期には、組織外部からの客観的な評価はとくに
なされていないが、相談利用件数の増加は、立ち上
げ期の活動の成果を示す重要な指標であった。
匝次に、立ち上がった組織を発展させ、学内
外のフォーマルなネットワークを拡大していくこと
が重要な目標となるが、そのための方策は「実績を
示す」ことと言える。実際の相談活動においては、
スタッフは日頃、目に見えない、質的な努力にエネ
ルギーの大半を割いている。しかしながら、組織の
発展を目指すためには、とにかく目に見える形で、
量的に、わかりやすく活動の実績を提示する努力を
避けて通るわけにはいかない。実際の活動としては、
紀要を毎年度発行し、相談業務を数量化して報告す
る（実数、のべ件数、相談内容、学部・学年別の統
計など）とともに、論文を書き、関連業績の報告も
丁寧に行った。また、類似の専門性を有する学内組
織（人文科学研究科に属していた心理臨床カウンセ
リングルーム）と発展的統合を行い、両者を統轄す
るカウンセリングセンターを上位機関に戴くことに
なった。これは、学生相談室として組織の独立性を
保持しながら、学内事務分掌をもつ正式な学内組織
として認められるための、現実的方策であった。
この時期は、学内の自己点検・評価運営委員会に
よる「甲南大学自己点検・評価」が実施され、 450
頁にわたる報告書のうち、 1頁が学生相談室に割か
れたが、実際には「文学部」の章のなかに、筆者が
7年間の活動を自己評価したものにとどまる。次い
で、 2年後に「大学基準協会相互評価認定報告」と
して、学外者の評価が加わった報告書が出されたが、
その際は全体でおよそ500頁のうち、 10頁にわたっ
て学生相談室に触れられた。これらは、学生相談室
のスタッフが提出した資料と、室長へのヒアリング
を基に、自己点検・評価運営委員会がまとめたもの
である。詳細は再掲しないが、学生相談室は「設立
の目的を十分に達成している」として、評価できる
8点と長所が列挙され、また問題点としては、①4
~6月には（利用者が多く）即時対応できないこと
がある、②グループ活動のための広い部屋がない、
③嘱託（非常勤）カウンセラーヘの依存率が高い、
の3点が挙げられている。さらに、相互評価の「概
評」において、外部から本学を評価できる4点のう
ち、第3に「カウンセリングセンターの設置」が、
長所10点のうち第9に「カウンセリングセンターの
充実」が挙げられたことは、その後の学生相談室に
対する学内評価を高める大きな力となった。ほかに
も、さまざまな偶然の要因が重なったとはいえ、こ
の評価報告が一つの根拠となり、問題点の②がほど
なく解決される展開（新施設に移転する決定）につ
ながったと言えるだろう。問題点の他の 2つのうち、
高石恭子：学生相談における継時的自己評価の試み
①は、季節によってニーズに大きな高低差がある学
生相談の性質上、ある程度やむを得ないことと言え
る。しかし、③は、専任カウンセラーの増員の必要
について当局の理解を得るところまでは達したが、
学内全体の事情から実現に至らず、残された課題と
して次の時期に引き継ぐこととなった。
晒 ハード面でも‘ノフト面でも組織として一応
の成熟に達したこの時期の、新たな目標は、学生相
談を行う組織としてあるべきモデルを構築し、機能
を向上させ、学生のみならず、大学や社会に向けて
貢献度を高めることである。そのための方策を簡潔
に表現すると、「経験知を示す」ということになろ
うか。学生相談活動で得た知見を学内に還元し、大
学やカリキュラム、教職員のあり方などに対して提
言をすることや、もっと広く学外に発信し、学生理
解を深めるための手がかりを提供することである。
具体的な活動としては、学内外の教臓員研修への出
講、各種共同研究プロジェクトヘの参加、被害者支
援などの地域活動への参加、学生相談関連図書の編
集（高石他，2(XX))・執筆などを積極的に行い始めてい
る。
組織外部からの評価関連事項としては、学生部が
初めて実施した学生生活実態調査の作成に学生相談
室スタッフが委員として参加し、そのなかに学生相
談にかかわる項目をいくつか盛り込んだことが挙げ
られる。「平成14年度甲南大学学生生活実態調査報
告書」によれば、「甲南大学の、どの部分に満足し
ていますか」という質問に対し、「学生相談・カウ
ンセリングに大変満足・満足」と応えた割合は
21.9% (「不満・全く不満」は52%、「どちらともい
えない」が72.8%)であった。この数値をどう評価
するかについては、他大学や次回調査の結果と比較
してみないと何とも言えないが、同年度の学生相談
室の利用率が3.6%であることを考慮すると、直接利
用していない学生のなかにも、学生相談室の活動を
知っており、評価している学生が一定数いると受け
止めても差し支えないものと思われる。また、 2003
年には、学生相談室スタッフも研究員として参加し
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た、学術フロンティア研究プロジェクト「現代人の
メンタリティに関する総合的研究一心の危機と臨床
の知」に対する総合評価が文部科学省によって出さ
れている。
N. まとめと今後への課題
以上、本学の学生相談室を一つの非営利組織と見
なした場合の、継時的な自己評価の試みを示し、組
織のライフサイクルの、各時期ごとの目標、方策、
実際の活動‘実施された評価関連事項について整理
した。 16年前の立ち上げ当初は、もちろんここで述
べてきたような「組織として見る」視点を筆者がも
てていたわけではなく、そのときどきに着想したこ
とを懸命に実現しようと奔走していたにすぎないの
だが、こうして振り返ってみると、それらの着想と
努力の方向は、大きくは間違っていなかったように
感じられる。今後は、組織内の小さな事業や研究プ
ロジェクトを立ち上げ結果を出すような、小さなサ
イクルを順次作って組織を活性化しながら、次の変
動期を迎えるまで活動を続けていきたいと思う。
学生相談の評価がどのようになされるべきかにつ
いて、最後にもう一度触れておくと、まず実務ス
タッフによる自己評価を重ねることが第一である。
敢えて数字や活字にしてみることで、自分たちの
やっていることが客観的に見えてくる。次の段階は、
それらの自己評価資料を基に、大学当局の評価を受
けることである。この際、実務スタッフが掲げてい
る学生相談の使命や理念と、大学が掲げている学生
支援の理念がちゃんと合致しているかどうか、擦り
合わせられなければならない。たとえば、学生相談
室のスタッフが、不登校やひきこもりの学生に長期
にかかわり、何とかして人格的成長を促そうと努力
している一方で、大学としては成績不良者や長期欠
席者に積極的退学勧告を行っていこうと方針を立て
ているような場合、スタッフの努力は全く評価の対
象にならないからである。そして、学内評価の次は、
学外機関による評価が意味をもつ。私立大学の場合
は、大学基準協会維持会員校による相互評価が今後
も実施されていくであろうし、将来的には、イギリ
スのように、学生相談学会による学生相談機関に焦
点づけた外部評価が行われる時代が来るかもしれな
い。これらの 3つの段階を経て、組織の活動を見直
し、再び実務スタッフの自己評価が重ねられていく
というループが出来上がることこそ、あるべき評価
活動だと言えるのではなかろうか。
残された課題で、本稿で触れられなかったのは、
学生相談室でカウンセリングやガイダンスを受け
た、クライエント（相談受理学生および保護者）か
らの評価についてである。カウンセリング終結後、
ないしは卒業後のクライエントに、学生相談室の活
動を評価してもらうことは、専門家カウンセラーに
とって、その専門的力量を測られる重要なフィード
バックになると言える。しかしながら、つらい過去
やカウンセリングの過程を必然的に思い出させる作
業にもなる、このような評価作業は、カウンセラー
のためにはなっても、クライエントの利益にはなり
にくい。また、カウンセリングの経験をどのように
クライエントが自分の人生に位置づけるかは、長い
年月をかけて行われる内的作業であり、終結後すぐ
客観的に効果を評定できる性質のものではないとい
う事情もある。それら、さまざまな困難から、クラ
イエントによる評価についてはまだ手つかずの状態
であるが、いずれは検討していく必要があるだろう
と思う。それについては、また稿を改めて考えてみ
たい。
嵩石恭子：学生相談における継時的自己評価の試み
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ARRTRAriT 
Successive Self-Evaluation of Student Counseling in the Case of One Private University 
TAKAISHI, Kyoko 
Konan Uniuersity 
This paper aims at showing self-evaluation of Student Counseling in the case of one private 
university, using successive (or time-series) data of several evaluation indexes of past 15 years 
after current student counseling room started. 
First, 6 axes for evaluation are presented, which are named "the capability of counseling, of 
developmental support to every student, of study, of management, of network, and of social 
action". Then some quantitative indexes are picked up and those time-series plots are showed in 
one graphic figure. 
From the time-series representation of self-evaluation, the author identifies the 15years' 
process as life cycle of one organization. Significant strategy to achieve objective of each phase is 
as follows; "showing the vision" in the starting period, "showing the record" in the growth peri-
od, and "showing the empirical knowledge" in the mature period. 
Key Words ; student counseling, successive self-evaluation, case study 
